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益城町介護予防・日常生活支援総合事業実施要項 

（趣旨） 

第１条 この要項は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい 

う。）第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業

（以下「総合事業」という。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要項における用語の意義は、法の例によるものとする。 

２ この要項において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 被保険者 法第１１５条の４５第１項の被保険者をいう。 

（２） 要支援者 法第９条第１号に規定する第１号被保険者のうち法第３

２条の規定により要支援認定を受けた者をいう。 

（３） 介護予防・生活支援サービス事業対象者（以下「事業対象者」とい

う。） ６５歳以上の者であって、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省

令第３６号。以下「施行規則」という。）第１４０条の６２の４第２号の規

定に基づき厚生労働大臣が定める基準（以下「基本チェックリスト」とい

う。）の記入内容が同基準様式第２に掲げるいずれかの基準に該当した者を

いう。 

（実施主体） 

第３条 事業の実施主体は、益城町とする。ただし、総合事業の利用者、サー

ビス内容及び費用負担額の決定を除き、総合事業の実施について、適切な事

業運営ができ、公正かつ中立が保てると認められる社会福祉法人、医療法人

又は民間事業者等（以下「委託事業者」という。）に委託することができるも

のとする。 



（事業構成及び内容） 

第４条 総合事業の構成は、次の各号に定めるとおりとし、当該各号の事業内

容は、別表に定めるとおりとする。 

（１） 介護予防・生活支援サービス事業 

ア 訪問型サービス（第１号訪問事業） 

イ 通所型サービス（第１号通所事業） 

ウ その他の生活支援サービス（第１号生活支援事業） 

エ 介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

（２） 一般介護予防事業 

ア 介護予防把握事業 

イ 介護予防普及啓発事業 

ウ 地域介護予防活動支援事業 

エ 一般介護予防事業評価事業 

オ 地域リハビリテーション活動支援事業 

（対象者） 

第５条 前条第１号の対象者は、要支援者又は事業対象者であって、当該サー

ビスを提供する必要があると認める者とする。 

２ 前条第２号の対象者は、被保険者及びその支援のための活動に関わる者と

する。 

（指定事業者による事業の実施及び事業に係る支給費） 

第６条 町長は、法第１１５条の４５の３に掲げる指定事業者による事業を行

うものとする。 

２ 法第１１５条の４５の３第２項の第１号事業支給費の額等は、別に定める

ところによる。 

（委託事業者及び助成による事業の実施） 

第７条 前条に掲げるもののほか、町長は、事業の実施を委託事業者に委託す

ることができる。 

２ 前条に掲げるもののほか、介護予防・日常生活支援に資する活動をしてい

ると認めるものに対して、立上げ経費及び活動に要する費用を助成すること

ができる。 



（受託者の遵守事項） 

第８条 法第１１５条の４７第４項に基づき事業を委託する場合は、受託者は、

施行規則第１４０条の６９各号に掲げる基準を遵守しなければならない。 

（支給限度額） 

第９条 居宅要支援者が事業を利用する場合の支給限度額は、法第５５条第１

項の規定により算定した額とする。 

２ 事業対象者が事業を利用する場合の支給限度額は、要支援１の区分支給限

度額とする。ただし、町長が必要と認めた場合には、要支援２の区分支給限

度額を超えない額とすることができる。 

３ 事業対象者の区分支給限度額の変更が必要となった場合は、事業対象者の

区分支給限度額変更届出書（別記第１号様式）を町長へ届け出なければなら

ない。 

４ 第１項の算定は、指定事業者が行う当該指定に係る事業について行う。 

（高額総合事業サービス費及び高額医療合算総合事業サービス費支給の実施） 

第１０条 町長は、被保険者が受けた第６条第１項の規定により実施された事

業に要した費用から、第６条第２項の規定により算定された額を控除して得

た額（次項において「総合事業利用者負担額」という。）に、法第６１条第１

項に定める介護予防サービス利用者負担額を合算した額が著しく高額である

時は、当該被保険者に対し、高額総合事業サービス費を支給する。 

２ 町長は、総合事業利用者負担額と法第６１条の２で定める合計額を合算し

た額が著しく高額であるときは、当該被保険者に対し、高額医療合算事業サ

ービス費を支給する。 

３ 前項に規定するもののほか、高額総合事業サービス費及び高額医療合算総

合事業サービス費の支給要件、支給額その他高額総合事業サービス費及び高

額医療合算総合事業サービス費の支給に関して必要な事項は、別に定める。 

４ 第１項及び第２項の規定に関わらず、被保険者証の給付制限の内容に給付

額の減額が記載された被保険者には、給付額の減額の期間について高額総合

事業サービス費及び高額医療合算総合事業サービス費の支給を行わない。 

（第１号事業の利用の手続） 

第１１条 居宅要支援被保険者等は、事業を利用しようとするとき（介護予防



サービスを併せて利用しようとするときを含む。）は、介護予防サービス計画

作成・介護予防ケアマネジメント依頼変更届出書（別記第２号様式）を町長

に届け出なければならない。 

２ 町長は、前項の届出をした者のうち、事業対象者に対し、当該者が事業対

象者である旨及び基本チェックリストの実施日等を被保険者証に記載し、こ

れを交付するものとする。 

３ 居宅要支援被保険者等は、介護予防支援若しくは介護予防ケアマネジメン

トを依頼する事業所の変更又は介護予防支援から介護予防ケアマネジメント

若しくは介護予防ケアマネジメントから介護予防支援へ変更する場合は、介

護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼変更届出書を町長

に届け出なければならない。 

４ 第１項及び前項の届出は、居宅要支援被保険者等に代わって、当該者に対

して第１号介護予防支援事業を行う地域包括支援センター等が行うことがで

きる。 

（委託事業の利用申請） 

第１２条 介護予防・生活支援サービスを利用しようとする者は、益城町介護

予防・日常生活支援総合事業利用申請書（別記第３号様式）に次に掲げる書

類を添えて、町長に申請しなければならない。 

（１） 利用者基本情報（利用者の状況を把握するための基本的な情報をい

う。）に関する書類の写し 

（２） 介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントにより作成された介護

予防サービス計画等 

（３） 基本チェックリスト 

（委託事業の利用の適否の決定） 

第１３条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

事業の利用の適否を決定するものとする。 

２ 町長は、前項の規定により益城町介護予防・生活支援サービスの利用が適

当であると決定された申請者（事業対象者）に益城町介護予防・日常生活支

援総合事業利用決定（却下）通知書（別記第４号様式）により通知するもの

とする。 



３ 町長は、第１項の規定により介護予防・生活支援サービスの利用が適当で

ないと決定したときは、益城町介護予防・日常生活支援総合事業利用決定（却

下）通知書により申請者に通知するとともに、一般介護予防事業の利用を勧

めるものとする。 

（利用の中止等） 

第１４条 町長は、事業の利用者（以下「利用者」という。）が次の各号のいず

れかに該当する場合は、当該利用者の利用を一時停止し、又は中止させるこ

とができる。 

（１） 健康状態に変化がみられ、当該事業を利用することが適切でないと

認められたとき。 

（２） 利用者の主治医に一時停止又は中止の指導を受けたとき。 

（３） その他、事業の利用を継続することができないと認められたとき。 

（利用の変更等の届出） 

第１５条 利用者は、事業の利用を変更（中止又は休止）しようとするときは、

益城町介護予防・日常生活支援総合事業利用変更（中止・休止）届（別記第

５号様式）により町長に届け出なければならない。 

（利用者の遵守事項） 

第１６条 利用者は、事業の利用による健康被害を防止するために定期的に健

康診断を受診するほか、自己の健康管理に努めなければならない。 

２ 利用者は、事業の利用に当たり、健康状態に変化があったときには、速や

かに町長又は事業受託者に報告しなければならない。 

（利用者負担金） 

第１７条 利用者は、総合事業を利用した場合は、総合事業に要した費用のう

ち、別表に定めるところにより利用者負担金を支払わなければならない。た

だし、町長が特に認めた場合は、この限りでない。 

２ 利用者負担金は、１月の利用ごとに、指定事業者に直接納付するものとす

る。事業を委託している場合にあっては、当該事業受託者において徴収する。 

（事業の評価） 

第１８条 事業受託者は、事業の実施に当たって、利用者ごとに事前及び事後

の評価を行うものとする。 



２ 前項の評価の方法については、別に定めるところによる。 

（受託事業の実施状況の報告等） 

第１９条 事業受託者は、当該事業に係る経理を他の事業に係る経理と明確に

区分しなければならない。 

２ 事業受託者は、委託を受けた事業により提供するサービス（以下「サービ

ス」という。）について、実施月ごとに第１号訪問事業（訪問型サービス）実

施状況報告書（別記第６号様式）、第１号通所事業（通所型サービス）実施状

況報告書（別記第７号様式）により町長に報告しなければならない。 

３ 事業受託者は、サービスの利用状況を明らかにできる書類のほか、経理に

関する帳簿等必要な書類を備え付けなければならない。 

４ 事業受託者及び事業に従事している者は、個人情報が適切に保護されるよ

う配慮するとともに、事業を行うに当たり知り得た秘密を他に漏らしてはな

らない。事業受託者は従事者でなくなった後においても、同様とする。 

５ 従事者は、その資質を高めるため町が必要と認めた研修会等に参加しなけ

ればならない。 

（関係機関との連携） 

第２０条 町長は、事業を実施するに当たり関係する機関との連携を図り、当

該事業による効果が期待される対象者の早期発見に努めるほか、対象者に対

する支援が円滑かつ効果的に行われるよう努めなければならない。 

（委任） 

第２１条 この要項に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、町

長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要項は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要項の施行の日において要支援者である者は、当該要支援認定の有効

期間の終了した日の翌日又は第１１条に掲げる申請をした日のいずれか遅い

日から介護予防・生活支援サービス事業の対象とする。 


